
令 和 ６ 年 度

大阪府南河内郡河南町

河南町下水道事業会計予算書
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議 案 第 ５０ 　　 号

（総　 　則）

第 １ 条 令 和 ６ 年 度 河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 業 務 の 予 定 量 ）

第 ２ 条 業 務 の 予 定 量 は 、 次 の と お り と す る 。

⑴

⑵

⑶

⑷

（ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）

第 ３ 条 収 益 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

令 和 ６ 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

整 備 済 人 口 １４,０４８ 人

年 間 有 収 水 量

収　 　入

１ 日 平 均 有 収 水 量 ３,７７８

第 １ 款 下 水 道 事 業 収 益 ４５４,６９８ 千円

１,３７９ 千㎥

㎥

主 要 な 建 設 改 良 事 業

公 共 下 水 道 整 備 事 業 １０９,２４３ 千円

第 １ 項 営 業 収 益 １５４,１３５ 千円

第 ２ 項 営 業 外 収 益 ３００,５６３ 千円
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（ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）

第 ４ 条

千円

第 ５ 項 補 助 金 ４６,１００ 千円

第 ２ 項

第 ４ 項 他 会 計 出 資 金 １４,９１６

第 ３ 項 負 担 金 ８５ 千円

分 担 金 ４８ 千円

支　 　出

下 水 道 事 業 費 用 ４５２,４１７ 千円

第 １ 項 営 業 費 用 ４２０,１６９ 千円

第 １ 款

資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る （ 資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に 対 し

不 足 す る 額 １ １ ６ ， ７ ９ ８ 千 円 は 当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 ２ ， ２ ８ １ 千 円 、

収　 　入

第 １ 款 資 本 的 収 入 ２０４,３４９ 千円

第 ２ 項 営 業 外 費 用 ３１,９４８ 千円

第 ３ 項 特 別 損 失 ３００ 千円

損 益 勘 定 留 保 資 金 １ １ ４ ， ５ １ ７ 千 円 で 補 塡 す る も の と す る 。 ） 。

第 １ 項 企 業 債 １４３,２００ 千円

支　 　出

第 １ 款 資 本 的 支 出 ３２１,１４７ 千円

第 １ 項 建 設 改 良 費 千円

企 業 債 償 還 金

１１６,２０１

２０４,８４６ 千円第 ２ 項

第 ３ 項 予 備 費 １００ 千円
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（ 債 務 負 担 行 為 ）

第 ５ 条

（ 企 業 債 ）

第 ６ 条

5

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府及び地
方公共団体金融機構資
金について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率）

5

3

540公共下水道事業

143,200

6,900

計

起債の目的

流域下水道事業

限度額

（千円）
償還期限 据置期間
（年以内） （年以内）

利　　率

（％以内）

資 本 費 平
準 化 事 業

限　度　額

回 収 不 能 元 金 及 び そ の 延 滞 利 息

債 務 負 担 行 為 を す る こ と が で き る 事 項 、 期 間 及 び 限 度 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

事　 　項

起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

年賦又は半年
賦元利均等、
元金均等償
還、満期一括
償還又は当初
の借入額の３％
以上を毎半期
ごとに償還

その他資金区分

40
左記の条件の範囲
内において借入先
に融通条件がある場
合その条件に従うこ
とができる。
　ただし、財政の都
合により償還期間を
短縮し、若しくは繰
上償還又は借換え
ることができる。

起債の
方法

90,300

46,000

20

期　 　間

借入実行日から返済日まで

償還方法

河 南 町 水 洗 便 所 改 造 資 金
融 資 あ っ 旋 に 伴 う 損 失 補 償

普通貸借
（証書借
入）又は
証券発行

政府

地方公共団
体金融機構

その他

償 還 の 方 法
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（ 一 時 借 入 金 ）

第 ７ 条

（ 予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 の 流 用 ）

第 ８ 条

⑴

⑵

（ 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こ と の で き な い 経 費 ）

第 ９ 条

⑴

（ 他 会 計 か ら の 補 助 金 ）

第 １０ 条

河　南　町　長　　　　森　　田　　昌　　吾

千 円

令 和 ６　年　２ 月１４ 日 提 出

職 員 給 与 費

予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

第３条予算内での各項間の流用

第４条予算内での各項間の流用

一 時 借 入 金 の 限 度 額 は 、 １ ４ ３ ， ２ ０ ０ 千 円 と 定 め る 。

２ １ ， ０ ０ ８

営 業 助 成 の た め の 補 助 金 と し て 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額 は １ ３ ６ ， ９ ２ ６ 千

円 で あ る 。

次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ

以 外 の 経 費 を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合 は 、 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。
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11月28日

予　 算　 に　 関　 す　 る　 説　 明　 書
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⒈ 下 水 道 事 業 収 益 ４５４,６９８

⒈ 営 業 収 益 １５４,１３５

令 和 ６ 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

収 入 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　 　　考

⒉ 営 業 外 収 益 ３００,５６３

⒈ 他 会 計 補 助 金

⒈ 下 水 道 使 用 料 １４９,７８７ 下水道使用料

⒊ そ の 他 営 業 収 益 ６０ 事務等取扱手数料

⒉ 雨 水 処 理 負 担 金 ４,２８８ 雨水処理負担金

⒋ 雑 収 益 １ その他雑収益

１３６,９２６ 一般会計補助金

⒊ 長 期 前 受 金 戻 入 １４７,０３６ 減価償却費等に見合う長期前受金の収益化

⒉ 補 助 金 １６,６００ 社会資本整備総合交付金等
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支 出 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　 　　考

業 務 費 １９,１３３ 下水道使用料等徴収業務に要する費用

⒋ 総 係 費 １０,６０５ 事業活動の全般に関連する費用並びに料金の調定、集

⒈ 下 水 道 事 業 費 用 ４５２,４１７

⒈ 営 業 費 用 ４２０,１６９

⒈ 管 渠 費 ４７,３６３ 管路の維持管理に要する費用

水洗化普及促進対策に要する費用

⒊

⒉ 普 及 指 導 費 ５０４

金に要する費用

流域下水道の維持管理に要する費用

管 理 費 負 担 金

⒍ 減 価 償 却 費 ２６１,５５３

⒌ 流 域 下 水 道 維 持 ８１,０１１

企 業 債 取 扱 諸 費

⒉ 営 業 外 費 用 ３１,９４８

⒈ 支 払 利 息 及 び ３１,８４８ 企業債等に対する利息

⒉ 消 費 税 及 地 方 消 費 税 １００ 消費税及地方消費税

⒊ 特 別 損 失 ３００

過年度分の下水道使用料還付等過 年 度 損 益 修 正 損 ３００⒈

固定資産の減価償却費
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資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

１４３,２００

⒈ 建 設 企 業 債 建設改良事業にともなう企業債

収 入 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　 　　考

⒈ 資 本 的 収 入 ２０４,３４９

⒈ 企 業 債

５２,９００

⒊ 負 担 金 ８５

⒉ 資 本 費 平 準 化 債 資本費平準化債

⒈ 分 担 金 ４８ 下水道分担金

９０,３００

⒉ 分 担 金 ４８

⒈ 他 会 計 出 資 金 １４,９１６ 一般会計出資金

⒌ 補 助 金 ４６,１００

⒋ 他 会 計 出 資 金 １４,９１６

⒈ 国 庫 補 助 金 ４６,１００ 社会資本整備総合交付金

⒈ 受 益 者 負 担 金 ８５ 受益者負担金
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施設等の改良に要する費用

⒉

支 出 （ 単 位 ： 千 円 ）

⒈ 予 備 費 １００ 予備費

⒈

企業債元金の償還金

款 項 目 予　　定　　額 備　　　 　　考

６,９５８ 流域下水道の建設改良にともなう負担金

⒈ 資 本 的 支 出 ３２１,１４７

⒊ 予 備 費 １００

公共下水道整備事業費 １０９,２４３

流 域 下 水 道 建 設 費

２０４,８４６⒉ 企 業 債 償 還 金

⒈ 企 業 債 償 還 金 ２０４,８４６

⒈ 建 設 改 良 費 １１６,２０１
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当期純利益又は当期純損失（△） １１３
減価償却費 ２６１,５５３

令 和 ６ 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（ 令 和 6 年 4 月 1 日 か ら 令 和 7 年 3 月 3 1 日 ま で ）

（ 単 位 ： 千 円 ）
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

退職給付引当金の増減額（△は減少） ４２３
貸倒引当金の増減額（△は減少） △ ３４

長期前受金戻入額 △ １４７,０３６

賞与引当金の増減額（△は減少） ６２
法定福利費引当金の増減額（△は減少） １５

未収金の増減額（△は増加） ８０１
未払金の増減額（△は減少） ９３８

支払利息及び企業債取扱諸費 ３１,８４８

小　計 １４８,６８３

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

利息の支払額 △ ３１,８４８
業務活動によるキャッシュ・フロー １１６,８３５

他会計負担金等による収入 １２１

有形固定資産の取得による支出 △ １０３,４９１

国庫補助金等による収入 ４１,９０９
無形固定資産の取得による支出 △ ６,３２６

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ６７,７８７

資金期末残高 １８,０５６

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ４６,７３０

資金増加額
資金期首残高 １５,７３８

２,３１８

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 １４３,２００
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ２０４,８４６
他会計からの出資による収入 １４,９１６
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0 600 △ 149363 98

期末勤勉
手   当

時間外勤務
手    当

児童手当

600 423

前 年 度 360 612 360 0 115 0 4,218 962 0 572

比   較 302 11 △ 360 0 118

（ 単 位 ： 千 円 ）

手当の内訳

区   分 扶養手当 地域手当 管理職手当

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0

退職給付費

本 年 度 662 623 0 0 233 0 4,581 1,060

住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　 　当

956 1,053 182 1,235

合   計 0 0 0 232 0

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 97 0

983 1,215 57 1,272

135 0 27 162 △ 125 37

0 7,199 16,661 3,075 19,736度 合   計 0 3.0 0 9,462

6,492 0 3,763

3,132 21,008

前 損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 1.0 0 2,970

10,255 1,998 12,253

0 3,436 6,406 1,077 7,483

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 2.0 0

度 合   計 0 3.0 0 9,694 0 8,182 17,876

952 7,520

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 2.0 0 6,589 0 4,719 11,308 2,180 13,488

本 損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 1.0 0 3,105 0 3,463 6,568

令 和 ６ 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

⒈ 総 括

区　 　分
職 員 数 （ 人 ） 給　 　与　 　費　　（　千　円　） 法定福利費 合　　計

特 別 職 一 般 職 （ 千 円 ）報  酬 給  料 賃  金 手  当 計 （ 千 円 ）
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給与改定に （令和５年度当初予算の「現員」に係る 給与改定状況
伴う増減分 給料の改定率　

分）×給料改定率 実施時期 令和５年４月

⒉ 給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

区　 　分 増　減　額 増 減 事 由 別 内 訳 説　 　明

2. 昇給に伴う ６６千円 昇給間差額×１２月 平均昇給率
増減分 ２ ． １ ８ ％

備　 　考

給　 　料 ２３２千円 1. ７２千円
給料計上額－退職した者に係る計上 ２．４４％

減分 １３８千円
(2) その他調整額等に係る 現に在職 その他

3. その他の増 ９４千円 (1) 新陳代謝等に伴う増減分 職員の異動状況

計
増減分 する職員数

△４４千円 本年度 １ 人 ２ 人 ３ 人
前年度 ３ 人 ０ 人 ３ 人
比　 較 △２ 人 ２ 人 ０ 人

９７千円 給与改定の状況
伴う増減分 　期末勤勉手当

手　 　当 ９８３千円 1. 制度改定に ９７千円 期末勤勉手当

2. その他の増 ８８６千円 新陳代謝等に係る増減分
減分 ９４２千円

４．４月→４．５月

　実施時期 令和６年６月

その他 △５６千円
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１７６，１００円
２０２，４００円

⒊ 給 料 及 び 手 当 の 状 況

⑴ 職 員 １ 人 当 た り 給 与 ⑵ 初 任 給

平 均 給 与 月 額 ３１７，１００円 高   校   卒

区　　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　分

大   学   卒

一 般 行 政 職
一 般 会 計 の 制 度
一 般 行 政 職

２０２，４００円
１７６，１００円

　　　　※再任用（短）職員含む。

⑶ 級 別 職 員 数

区　　　　　　　分
一　　般　　行　　政　　職

級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

平 均 年 齢 ３５歳１月

令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 現 在
平 均 給 料 月 額 ２７８，３６７円
平 均 給 与 月 額 ３１８，５６１円
平 均 年 齢 ３７歳５月

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在
平 均 給 料 月 額 ２７４，９３３円

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在

１ 級 ０
２ 級 ０
３ 級 ２ ６６．７
４ 級

７ 級 ０
計 ３ １００．０

１ ３３．３
５ 級 ０
６ 級 ０

１ ３３．３
３ 級 １ ３３．３

計 ３ １００．０

４ 級 ０
５ 級 １ ３３．３
６ 級 ０
７ 級 ０

令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 現 在

※　構成比は小数点第２位以下四捨五入しているため、合計が１００％にならない。

１ 級 ０
２ 級
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（級別の基準的な職務内容）

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

一 般 行 政 職 定型的な業
務を行う職
務

高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行う
職務

主任、主査
又はこれに
相当する職
務

係長、副主
幹又はこれ
に相当する
職務

課長補佐、
主幹又はこ
れに相当す
る職務

課長、副理
事又はこれ
に相当する
職務

部長、理事
又はこれに
相当する職
務

⑷ 期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

職制上の段階、職務の級等による加算措置
６ 月 （ 月 分 ） １ ２ 月 （ 月 分 ） （ 月 分 ）

一般会計の制度 ２ ．２ ５ ０ ２ ．２ ５ ０ ４ ．５ ０ ０ 有

⑸ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

本 年 度 ２ ．２ ５ ０ ２ ．２ ５ ０ ４ ．５ ０ ０ 有

前 年 度 ２ ．２ ０ ０ ２ ．２ ０ ０ ４ ．４ ０ ０ 有

備 考
（ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） 加算措置等

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

・定年前早期退職

一般会計の制度
同 同 同 同 同

支 給 率 等 ２ ４ ． ５ ８ ６ ８ ７ ５ ３ ３ ． ２ ７ ０ ７ ５ ４ ７ ． ７ ０ ９ ４ ７ ． ７ ０ ９
・退職手当の調整額

（ 支 給 率 等 ）
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支 給 率 ６ ％

支 給 対 象 職 員 数 ３ 人

一 般 会 計 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率 ６ ％

⑹ 地 域 手 当

支 給 対 象 地 域 全 地 域

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ） ０ ％

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 無

⑻ そ の 他 の 手 当

※再任用（短）職員含む。

⑺ 特 殊 勤 務 手 当

区　 　分 全 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ０ ％

住　　居　　手　　当 同 無

通　　勤　　手　　当 同 無

区　 　分 一 般 会 計 と の 制 度 の 異 同 差 異 の 内 容

扶　　養　　手　　当 同 無
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令 和 ６ 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

（ 単 位 ： 千 円 ）

事　　　　　項 限 　度 　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左の財源内訳
期　　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額

営 業 収 益
河南町水洗便所改造資
金融資あっ旋に伴う損
失補償

回収不能元金及
びその延滞利息

借入実行日から
返済日まで

回収不能元金及
びその延滞利息

― ―
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1. 営　業　収　益
（１） １３６,１５９
（２） ３,８１１
（３） ６０ １４０,０３０

2. 営　業　費　用
（１） １４,１１８
（２） ７１０
（３） １６,０４２
（４） １０,２６２
（５） ７２,３１８
（６） ２６１,４３５
（７） １３９ ３７５,０２４

営　業　損　失

3. 営　業　外　収　益
（１） １２１,３７８
（２） １,０９０
（３） １４６,９７５
（４） １ ２６９,４４４

4. 営　業　外　費　用
（１） ３３,７４２
（２） ７００ ３４,４４２

経　常　利　益

5. 特　別　損　失
（１） ２７３ ２７３

当年度純損失
前年度繰越利益剰余金
当年度未処分利益剰余金

補 助 金

資 産 減 耗 費

他 会 計 補 助 金

２３４,９９４

雑 収 益

265
２,５５０

８

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出 ２３５,００２

令 和 ５ 年 度    河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書
（ 令 和 5 年 4 月 1 日 か ら 令 和 6 年 3 月 3 1 日 ま で ）

（ 単 位 ： 千 円 ）

下 水 道 使 用 料
雨 水 処 理 負 担 金
そ の 他 営 業 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

管 渠 費
普 及 指 導 費
業 務 費

減 価 償 却 費

総 係 費
流域下水道維持管理費負担金

２,２８５

過 年 度 損 益 修 正 損 ２７３
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1.
（１）

イ ７,９８７,３４０
△ １,２１４,０２７ ６,７７３,３１３

ロ ２１８,０６０
△ ８９,１３２ １２８,９２８

６,９０２,２４１
（２）

イ ２３２,３３３
ロ ２６

２３２,３５９
７,１３４,６００

2.
（１） １５,７３８
（２） ２７,１０５

△ ４９５ ２６,６１０
４２,３４８

７,１７６,９４８

3.
（１）

イ ２,６０４,８４０

（２）
イ ３,９３６

３,９３６
２,６０８,７７６

令 和 ５ 年 度    河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表
（ 令 和 6 年  3 月  3 1 日 ）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

（ 単 位 ： 千 円 ）
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産
施 設 利 用 権
電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

充 て る た め の 企 業 債
引 当 金

退 職 給 付 引 当 金
引 当 金 合 計

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に

固 定 負 債 合 計
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4.
（１）

イ ２０４,８４６

（２） ３０,６４２
（３）

イ １,４１５
ロ ２７３

１,６８８
（４） １０２

２３７,２７８
5.

（１） ４,７１１,６７０
△ ８０８,９０４

３,９０２,７６６
６,７４８,８２０

6.
（１） １９７,０７６
（２） ２２８,７４１

４２５,８１７ ４２５,８１７
7.

（１）
イ ２６

２６
（２）

イ ２,２８５
２,２８５

２,３１１
４２８,１２８

７,１７６,９４８

固 有 資 本 金

未 払 金
引 当 金

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資　　 　本　 　　の　　 　部

資 本 金

収 益 化 累 計 額

資 本 剰 余 金
他 会 計 補 助 金

繰 入 資 本 金
資 本 金 合 計

剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金
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重要な会計方針に係る事項
地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

構築物
機械及び装置

無形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

施設利用権
リース資産
・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。
引当金の計上方法

貸倒引当金
・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。
退職給付引当金
・ 職員の退職手当の支給に備えるため、「下水道企業職員の退職給付金の負担に関する協定書」に基づき、当年

度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。なお、一般会計が負担すると見込まれる額
は２，３６４千円である。

賞与引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。
法定福利費引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

５０ 年

令　和　５　年　度　注　記　表

1

⑴
①

４５ 年
③

７ ～ １５ 年
②

⑵
①

②

③

⑶
①

④
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予定貸借対照表等関連
企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、
他会計が負担すると見込まれる額は１，２４４，６９０千円である。

リース契約により使用する固定資産
リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
その他の注記

貸倒引当金の取り崩し
当年度において、不納欠損処理に充当するため、貸倒引当金３５千円を使用する。

賞与引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１，２８２千円を使用する。

法定福利費引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として支出するため、法定福利費引当金２８８
千円を使用する。

⑴

①

2
⑴

3

①
⑶

①

①
4

⑴
①

⑵
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1.
（１）

イ ８,０９０,８３１
△ １,４４４,４７９ ６,６４６,３５２

ロ ２１８,０６０
△ １０５,７７０ １１２,２９０

６,７５８,６４２
（２）

イ ２２４,１９６
ロ ２６

２２４,２２２
６,９８２,８６４

2.
（１） １８,０５６
（２） ２６,３０４

△ ４６１ ２５,８４３
４３,８９９

７,０２６,７６３

3.
（１）

イ ２,５５１,８２１

（２）
イ ４,３５９

４,３５９
２,５５６,１８０

令 和 ６ 年 度    河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表
（ 令 和 7 年  3 月 3 1 日 ）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

（ 単 位 ： 千 円 ）
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産
施 設 利 用 権
電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

充 て る た め の 企 業 債
引 当 金

退 職 給 付 引 当 金
引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
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4.
（１）

イ １９６,２１８

（２） ３１,５８１
（３）

イ １,４７７
ロ ２８８

１,７６５
（４） １０２

２２９,６６６
5.

（１） ４,７５３,７００
△ ９５５,９４０

３,７９７,７６０
６,５８３,６０６

6.
（１） １９７,０７６
（２） ２４３,６５７

４４０,７３３ ４４０,７３３
7.

（１）
イ ２６

２６
（２）

イ ２,３９８
２,３９８

２,４２４
４４３,１５７

７,０２６,７６３

引 当 金
賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計
そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

未 払 金

流 動 負 債 合 計
繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負 債 合 計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金

繰 入 資 本 金
固 有 資 本 金

繰 延 収 益 合 計
収 益 化 累 計 額

他 会 計 補 助 金
資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金 合 計
剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
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重要な会計方針に係る事項
地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

構築物
機械及び装置

無形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

施設利用権
リース資産
・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。
引当金の計上方法

貸倒引当金
・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。
退職給付引当金
・ 職員の退職手当の支給に備えるため、「下水道企業職員の退職給付金の負担に関する協定書」に基づき、当年

度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。なお、一般会計が負担すると見込まれる額
は２，４３３千円である。

賞与引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。
法定福利費引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

令　和　６　年　度　注　記　表

1

⑴

４５ 年

①

⑶

５０ 年

③

７ ～ １５ 年
②

⑵
①

②

③

④

①

294



予定貸借対照表等関連
企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、
他会計が負担すると見込まれる額は１，２１７，３８２千円である。

リース契約により使用する固定資産
リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
その他の注記

貸倒引当金の取り崩し
当年度において、不納欠損処理に充当するため、貸倒引当金３５千円を使用する。

賞与引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１，４１５千円を使用する。

法定福利費引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として支出するため、法定福利費引当金２７３
千円を使用する。

2
⑴

①

3
⑴

①

⑴
①

4

⑵
①

⑶
①
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11月28日

予　 算　 参　 考　 資　 料
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予　定　額
（千円）

1．下水道事業収益 ４５４,６９８

1．営 業 収 益 １５４,１３５

1．下 水 道 使 用 料 １４９,７８７

下 水 道 使 用 料 １４９,７８７

2．雨水処理負担金 ４,２８８

雨水処理負担金 ４,２８８

3．そ の 他 営 業 収 益 ６０

手 数 料 ６０

2．営 業 外 収 益 ３００,５６３

1．他 会 計 補 助 金 １３６,９２６

一般会計補助金 １３６,９２６

2．補 助 金 １６,６００

補 助 金 １６,６００

3．長期前受金戻入 １４７,０３６

国 庫 補 助 金 ４１,９６９

府 補 助 金 ２,４６３

受贈財産評価額 ６５,０８５

他 会 計 補 助 金 ２６,９４７

工 事 負 担 金 １０,５７２

4．雑 収 益 １

そ の 他 雑 収 益 １

社会資本整備総合交付金等 １６,６００,０００ 円

令 和 ６ 年 度    河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

収　　益　　的　　収　　入

款 項 目 節 説　　　　 　明

事務等取扱手数料 ６０,０００ 円

１４９,７８７,０００ 円下水道使用料

雨水処理負担金 ４,２８８,０００ 円

一般会計補助金 １３６,９２６,０００ 円

他会計補助金 ２６,９４７,０００ 円

工事負担金 １０,５７２,０００ 円

受贈財産評価額 ６５,０８５,０００ 円

国庫補助金 ４１,９６９,０００ 円

府補助金 ２,４６３,０００ 円

その他雑収益 １,０００ 円
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予　定　額
（千円）

1．下水道事業費用 ４５２,４１７

1．営 業 費 用 ４２０,１６９

1．管 渠 費 ４７,３６３

備 消 品 費 １２８

燃 料 費 １９

光 熱 水 費 １,４００

通 信 運 搬 費 ３８２

委 託 料 ２９,４５３

賃 借 料 ９５

修 繕 費 ４,０００

材 料 費 ２５０

研 修 費 ３８

不明水調査委託業務 ２２,７９９,０００ 円

事務用品等 １２８,０００ 円

収　　益　　的　　支　　出

款 項 目 節 説　　　 　　明

電話料 ２０５,０００ 円

回線利用料 １７７,０００ 円

公用車ガソリン １９,０００ 円

電気料 １,４００,０００ 円

施設管理 ５,６４４,０００ 円

水質検査 ４３８,０００ 円

　　　計 ３８２,０００ 円

積算システム機器保守 ３３０,０００ 円

　　　計 ２９,４５３,０００ 円

機械器具 ９５,０００ 円

施設等修理 ３,０００,０００ 円

円

研修費 ３８,０００ 円

管渠等補修 １,０００,０００ 円

　　　計 ４,０００,０００ 円

補修用原材料 ２５０,０００

下水道台帳システム保守 ２４２,０００ 円
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予　定　額
（千円）

負 担 金 １１,５９８

南河内4市町村下水道事務広域化事業負担金

2．普 及 指 導 費 ５０４

備 消 品 費 ４４

補 償 金 ４００

負 担 金 ６０

3．業 務 費 １９,１３３

報 償 費 ６

印 刷 製 本 費 ５５

通 信 運 搬 費 ２７

委 託 料 １９,０４５

4．総 係 費 １０,６０５

給 料 ３,１０５

職 員 手 当 等 １,５６３

賞与引当金繰入額 １,４７７

水洗便所改造助成 ６０,０００ 円

下水道PR用

積算システム負担金 １３６,０００ 円

１１,４６２,０００ 円

　　　計 １１,５９８,０００ 円

款 項 目 節 説　　　 　　明

納付書等印刷 ５５,０００ 円

郵便料 ２７,０００ 円

４４,０００ 円

損失補償金 ４００,０００ 円

受益者負担金納期前納 ６,０００ 円

円

使用料徴収事務 １９,０４５,０００ 円

職員　１．０人 ３,１０５,０００ 円

地域手当 １８７,０００

　　　計 １,５６３,０００ 円

賞与引当金 １,４７７,０００

時間外勤務手当 ５３１,０００ 円

円

期末手当 ４６０,０００ 円

勤勉手当 ３８５,０００ 円
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予　定　額
（千円）

退 職 給 付 費 ４２３

法 定 福 利 費 ９５２

法 定 福 利 費 ２８８

引 当 金 繰 入 額

旅 費 ９０

備 消 品 費 ９３

燃 料 費 １３

委 託 料 ５９４

手 数 料 １５

賃 借 料 １,６００

負 担 金 ２７８

１５,０００ 円

公用車借上料

款 項 目 節 説　　　 　　明

９０,０００ 円

普通旅費 ４３,０００ 円

特別旅費 ４７,０００ 円

　　　計

４２３,０００ 円

共済組合負担金 ９５２,０００ 円

２８８,０００ 円

退職給付引当金

庁舎維持負担金 ２１８,０００ 円

電子計算器使用負担金 ６０,０００ 円

２４５,０００ 円

事務用品等 ４１,０００ 円

図書

口座振込手数料

　　　計 １,６００,０００ 円

公営企業会計システム利用料 １,３５５,０００ 円

公営企業会計事務支援等 ５９４,０００

円　　　計 ２７８,０００

円

５２,０００ 円

　　　計 ９３,０００

公用車ガソリン １３,０００ 円

円

法定福利費引当金
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予　定　額
（千円）

会 費 負 担 金 ９７

保 険 料 １６

貸倒引当金繰入額 １

5．流 域 下 水 道 維 持 ８１,０１１

管 理 費 負 担 金 負 担 金 ８１,０１１ 大和川下流流域下水道維持管理等負担金

6. 減 価 償 却 費 ２６１,５５３

有 形 固 定 資 産 ２４７,０９１

減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産 １４,４６２

減 価 償 却 費

2. 営 業 外 費 用 ３１,９４８

1. 支 払 利 息 及 び ３１,８４８

企 業 債 取 扱 諸 費 企 業 債 利 息 ３１,７７７

借 入 金 利 息 ７１ 一時借入金に対する利息 ７１,０００

日本下水道協会会費 ８０,０００ 円

１６,０００ 円

円

大阪府下水道事業促進協議会会費 １０,０００ 円

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

貸倒引当金繰入額 １,０００ 円

大阪府下水道協会会費 ７,０００

３１,７７７,０００ 円

円

現債額に対する利息

公用車任意保険

１４,４６２,０００ 円

機械及び装置 １６,６３８,０００ 円

　　　計 ２４７,０９１,０００ 円

２３０,４５３,０００ 円

円

無形固定資産減価償却費

　　　計 ９７,０００ 円

構築物

８１,０１１,０００
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予　定　額
（千円）

2. 消 費 税 及 １００

地 方 消 費 税 消 費 税 及 １００

地 方 消 費 税

3. 特 別 損 失 ３００

1. 過年度損益修正損 ３００

過年度損益修正損 ３００

消費税及地方消費税 １００,０００ 円

過年度下水道料金の還付等 ３００,０００ 円

款 項 目 節 説　　　 　　明
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予　定　額
（千円）

1．資 本 的 収 入 ２０４,３４９

1．企 業 債 １４３,２００

1．建 設 企 業 債 ５２,９００

流域下水道事業債 ６,９００

公共下水道事業債 ４６,０００

2．資本費平準化債 ９０,３００

資本費平準化債 ９０,３００

2．分 担 金 ４８

1．分 担 金 ４８

下 水 道 分 担 金 ４８

3．負 担 金 ８５

1．受 益 者 負 担 金 ８５

受 益 者 負 担 金 ８５

4．他 会 計 出 資 金 １４,９１６

1．他 会 計 出 資 金 １４,９１６

一般会計出資金 １４,９１６

5．補 助 金 ４６,１００

1．国 庫 補 助 金 ４６,１００

国 庫 補 助 金 ４６,１００

資　　本　　的　　収　　入

款 項 目 節 説　 　明

資本費平準化債 ９０,３００,０００ 円

大和川下流流域下水道事業債 ６,９００,０００ 円

公共下水道整備事業債 ４６,０００,０００ 円

円

社会資本整備総合交付金

下水道分担金

受益者負担金 ８５,０００ 円

一般会計出資金

４８,０００

４６,１００,０００ 円

１４,９１６,０００ 円
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予　定　額
（千円）

1．資 本 的 支 出 ３２１,１４７

1．建 設 改 良 費 １１６,２０１

1．公 共 下 水 道 １０９,２４３

整 備 事 業 費 給 料 ６,５８９

職 員 手 当 等 ４,７１９

法 定 福 利 費 ２,１８０

旅 費 ４０

備 消 品 費 １７２

燃 料 費 ７０

印 刷 製 本 費 ３０

通 信 運 搬 費 ２７

期末手当 １,１９６,０００ 円

資　　本　　的　　支　　出

款 項 目 節 説　 　明

職員　２．０人 ６,５８９,０００ 円

通勤手当 ２３３,０００ 円

時間外勤務手当 ５２９,０００

扶養手当 ６６２,０００ 円

円

地域手当 ４３６,０００ 円

７０,０００ 円

文具及び消耗器材 ８１,０００ 円

図面等焼付 ３０,０００ 円

郵便料 ２７,０００ 円

公用車ガソリン等

勤勉手当 １,０６３,０００ 円

　　　計 １７２,０００ 円

事務用品等 ９１,０００ 円

普通旅費

４,７１９,０００ 円

共済組合負担金 ２,１８０,０００ 円

児童手当 ６００,０００ 円

４０,０００ 円

　　　計
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予　定　額
（千円）

補 償 費 ３１,７１８

負 担 金 １５,１８３ 大宝雨水函整備事業

工 事 請 負 費 ４８,５１５

2．流 域 下 水 道 ６,９５８

建 設 費 負 担 金 ６,９５８

2．企 業 債 償 還 金 ２０４,８４６

1．企 業 債 償 還 金 ２０４,８４６

企 業 債 償 還 金 ２０４,８４６

3．予 備 費 １００

1．予 備 費 １００

予 備 費 １００

支障物件移転補償費 ３１,７１８,０００ 円

円１５,１８３,０００

款 項 目 節 説　 　明

予備費 １００,０００ 円

雨水函渠築造工事 ４８,５１５,０００ 円

現債額に対する償還元金 ２０４,８４６,０００ 円

大和川下流流域下水道負担金 ６,９５８,０００ 円
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